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子会社の異動（取得）に関するお知らせ 
 

 

曙ブレーキ工業株式会社（代表取締役社長：信元久隆 本店：東京中央区 本

社：埼玉県羽生市）は、本日開催の当社取締役会において、インドネシア共和

国における合弁会社PT. Tri Dharma Wisesa社の株式を追加取得することを決議

いたしましたので、別紙のとおりお知らせ致します。 

 

 

 

 



 

平成 18 年 3 月 16 日 
各 位 

会社名 曙ブレーキ工業株式会社 
代表者名 代 表 取 締 役 社 長 信元 久隆 
（コード番号 7238 東証第１部） 

問合せ先 取締役常務執行役員 CFO 荻野 好正 
（TEL 048-560-1501） 

 
子会社の異動（取得）に関するお知らせ 

 
本日開催の当社取締役会において、インドネシア共和国における当社の関連会社 PT. Tri 
Dharma Wisesa 社の株式を追加取得することを決議致しましたので、下記のとおりお知ら

せ致します。 
 

記 
 
１．株式取得の理由 

当社のインドネシアおよび ASEAN 地域における事業の強化を目的に、現在、当社が

発行済株式総数の 30%を所有している PT. Tri Dharma Wisesa 社の株式を 20%追加取

得し、50%所有とすることに致しました。 

２．株式取得の方法 
現金による株式取得 

３．子会社となる会社の概要 
（１）商号      PT. Tri Dharma Wisesa 
（２）代表者     Albert Sudarto 
（３）所在地     Jl. Pegangsaan Dua Block A1, Km 1,6 Kelapa Gading, 
                      Jakarta, Indonesia 
（４）設立年月日   1981 年 12 月 3 日 
（５）主な事業の内容 ブレーキ関連製品の製造・販売 
（６）決算期     毎年 12 月 31 日 
（７）従業員数    920 名 （2005 年 12 月 31 日現在） 
（８）資本の額    払込資本の総額 4 百億ルピア（約 5 億円） 
（９）発行済株式数  40 百万株 
（１０）株主構成および所有割合 （2005 年 12 月 31 日現在） 
    曙ブレーキ工業㈱            30.00% 
       PT. Astra Otoparts Tbk.            29.75% 
      PT. Sapta Panji Manggala            22.75% 
      PT. Santiniluwansa Lestari            8.75% 
      PT. Trikirana Investindo Prima         5.25% 
      PT. Wahanalaksana Kertapradhana  3.50% 
 



 

（１１）最近事業年度における業績の動向 
     2004 年 12 月期 2005 年 12 月期 
売上高 5,585 百万円 8,973 百万円 
売上総利益 1,119 百万円 1,921 百万円 
営業利益 633 百万円 1,223 百万円 
当期純利益 351 百万円 806 百万円 
総資産 3,451 百万円 4,739 百万円 
株主資本 1,084 百万円 1,891 百万円 

    為替については、1 円＝78 ルピアにて換算した金額を記載しております。 

４．株式の取得先 
   PT. Sapta Panji Manggala 
     PT. Santiniluwansa Lestari 
      PT. Trikirana Investindo Prima 

          PT. Wahanalaksana Kertapradhana 

５．取得株式数、取得金額および取得後の所有株式の状況 
（１）異動前の所有株式数   12 百万株 (30%) 
（２）取得株式数        8 百万株 
（３）異動後の所有株式数      20 百万株 (50%) 
（４）取得金額        560 万ドル 

６．取得後の株主構成および所有割合 
   曙ブレーキ工業㈱           50.00% 

          PT. Astra Otoparts Tbk.            50.00% 

７．日程 
   平成 18 年 3 月 20 日 株式取得（予定） 

８．連結子会社化 
   当該会社を当社の連結決算対象子会社と致します。 

９．今後の業績に与える影響 
   当該会社は、12 月期決算であり、当社平成 18 年 3 月期連結及び単体業績に与える

影響は軽微であります。 
    

以上 


